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自助：自らの命は自ら守る
　　　　　　　　　　　　（危機管理課）

自分や家族が置かれている災害リスクの状況や防災情報の取得な
ど避難行動について市民一人ひとりが把握し行動することが重要で
あります。そのためには「いのちは自分で守る」ための防災知識や
意識の向上を図る必要があります。

達
成
目
標

①体験型ワークショップを
３回実施します。
（令和４年度４回）

②出前行政講座を27回以上
実施します。
（令和４年度22回）

【自助】防災について分かりやすく理解してもらうために、親子
体験型防災ワークショップなどを開催します。また、災害リスクや
避難方法把握については、マイタイムライン作成のための出前行政
講座などを行い「いのちは自分で守る」ための防災知識や意識の向
上を図ります。

重点的に取り組む施策・事業

竹内　浩已

基　本　方　針

防災活動の基本である「自助」「共助」「公助」を視点に、第２次総合計画に揚げた政策目標で
ある「防災力を高めるまちづくり」を推進します。

「自助：自らの命は自ら守る」
在宅での生活を継続するため、家庭での安全対策への取り組みを支援するとともに、市民の防災

知識、意識の向上のため啓発・普及に努めます。

「共助：自らの地域は皆で守る」
地域における防災組織や避難所運営組織の活動を支援し、防災組織体制の充実を図るとともに、

市や関係団体との連携体制の強化に努めます。

「公助：市民の生命・財産を守る防災力の強化」
菊川市地域防災計画などの各計画により防災活動の効果的な実施を図るとともに、菊川市防災対

策強靭化事業基本構想に基づく整備を進め防災力の強化に努めます。

令和５年度　危機管理部の運営方針

危機管理部の組織体制
危機管理部長 危機管理課 防災強靭化室
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公助：市民の生命・財産を守る防災力の強化
（危機管理課）

災害に強いまちづくりのためにはハード・ソフトの両面から取り
組む必要があり、防災資機材や備蓄品の整備などを行い、災害時に
適切な対応ができるよう平素から維持管理を行う必要があります。
また、災害時に正確な情報を迅速に市民へ情報発信するため、情報
伝達の充実を図る必要があります。

達
成
目
標

ＳＮＳによる災害情報をＡ
Ｉでリアルタイムに整理す
る情報収集システムを試行
的に導入し検証します。

【公助】防災資機材や備蓄品については、整備・更新・維持管理
を行い災害に備えます。また、情報収集については自主防災会との
連携やＳＮＳを活用するシステムなどにより正確に早く被害状況な
どの情報収集ができる体制づくりを進めます。市民への情報発信に
ついては、茶こちゃんメールやＳＮＳ、ｄボタンなどを活用し、早
く・正確な情報発信を行います。

共助：自らの地域は皆で守る
　　　　　　　　　　　　（危機管理課）

コロナ禍において、地域の訓練などが規模縮小などにより、地域
における共助の活動が限られている現状にあります。

大規模災害時においては地域での活動が重要となります。このた
め平素から「地区防災連絡会」や「避難所運営委員会」及び「自主
防災会」との防災組織体制強化を図り、共助の必要性についての周
知や地域の防災力の向上に引き続き取り組む必要があります。

達
成
目
標

①防災訓練を５回実施しま
す。
（令和４年度５回）

②令和５年12月までに防災
講演会を開催します。【共助】感染症対策を十分に行う中で、大規模災害時に地域との

連携体制強化のための各種訓練や、防災講演会などを実施します。
また、自主防災会における資機材の整備・更新を推進し共助におけ
る防災力の向上を図ります。
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公助：防災強靭化事業基本構想の推進
（防災強靭化室）

菊川市防災強靭化事業基本構想に基づき、大規模災害発生時にお
いて災害対策本部の機能が確実に発揮でき、関係機関との連携が図
るよう災害対策本部棟・堀之内体育館の一体的な整備を行う必要が
あります。

達
成
目
標

①災害対策本部棟・堀之内
体育館の基本設計を完了し
ます。
②本庁舎外壁改修実施設計
及び庁舎西側の外壁工事を
完了します。

【公助】災害対策本部棟・堀之内体育館の基本設計や北館の解体
工事を実施します。また、本庁舎の外壁改修に伴う実施設計及び一
部の工事を実施します。


